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マンションとその敷地の売却は、区分所有者全員の同意の下、行うことができますが、

特定行政庁が除却の必要性に係る認定（P44）をしたマンションについては、５分の４

以上の多数による決議で、買受人（デベロッパー等）に売却することができます。 

この章では、P14 の流れ図における再生方針の決議において、管理組合として、敷地

売却を計画するという決議を行った後、管理組合における計画組織の設置から、買受人が

新しいマンション等を建設するまでの流れを説明します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

買受人との個別契約による再⼊居も可能 

第第 33 章章  ママンンシショョンンのの敷敷地地売売却却  

 11  敷敷地地売売却却のの主主なな流流れれ   

計画段階 

実施段階 

除却の必要性に係る認定、買受計画の認定（P44） 

敷地売却決議（P49） 

買受人となるデベロッパー等の選定（P42） 

管理組合における計画組織の設置 
（「売却計画委員会」など）（P42） 

売却推進決議（P43） 

新しいマンション等の建設工事（P54） 

分配⾦取得計画の決定・認可（P53） 

買受人にマンションと敷地を売却（P54） 

売却組合の解散（P54） 

売却組合の設⽴（P52） 

マンションの明渡し （P53） 

敷地売却決議に向け 
必要な手続を進める 
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再再生生方方針針のの決決議議（（PP2277））がが成成立立すするるとと、、理理事事会会のの諮諮問問機機関関ととししてて計計画画組組織織（（「「売売却却計計画画

委委員員会会」」等等のの呼呼称称））をを設設置置ししまますす。。  

 

 

 

 

 

 

 

  

専門家の選定（P22）  

計画段階の専門家は、検討段階に関わった専門家に引き続き協力を依頼する方法が考えら

れますが、別の観点から計画を見直すため、新たな専門家の協力を得る方法も考えられま

す。 

買受人となるデベロッパー等の選定 
専門家の協力を得ながら、買受人となるデベロッパー等の選定や、買受計画の内容（代替

建築物の提供・あっせんの方法など）などについてデベロッパー等と調整を行います。 

主な活動内容 

東京都では、マンション建替法に基づいて建替えを⾏うマンションの
居住者で、建替⼯事中の仮住居の確保が困難な方に、仮住居として都
営住宅を提供しています。敷地売却事業による建替えも対象となりま
す。 
 （詳細は、P73 をご覧ください。） 

 22  管管理理組組合合ににおおけけるる計計画画組組織織のの設設置置   

目的 

マンション敷地売却決議（P49）に向けて、専門家の協力を得て、各区分所有者の意向の把握を 

繰り返しながら、売却計画を策定します。 

 

 Ｑ 

Ａ 

42 

認定された買受計画（P48）に基づいて、区分所有者からマンションを買
い受け、除却し、代替建築物を提供・あっせんなどする義務を負うデベロッ
パー等です。 

プロポーザル等の競争によって買受人を選定する場合は、計画組織の意向が反映される
よう、代替建築物の提供・あっせんに係る事項を売却条件として提⽰し、プロポーザル
等への提出書類として具体的に求めることが重要です。 

買受人とは︖ 

第
３
章

第
３
章

マ
ン
シ
ョ
ン
の
敷
地
売
却

マンション再生.indd   41マンション再生.indd   41 2023/03/01   17:302023/03/01   17:30



 

第第
33
章章  

マ
ン
シ
ョ
ン
の
敷
地
売
却 

 

 

 

 

マンションとその敷地の売却は、区分所有者全員の同意の下、行うことができますが、

特定行政庁が除却の必要性に係る認定（P44）をしたマンションについては、５分の４

以上の多数による決議で、買受人（デベロッパー等）に売却することができます。 

この章では、P14 の流れ図における再生方針の決議において、管理組合として、敷地

売却を計画するという決議を行った後、管理組合における計画組織の設置から、買受人が

新しいマンション等を建設するまでの流れを説明します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

買受人との個別契約による再⼊居も可能 

第第 33 章章  ママンンシショョンンのの敷敷地地売売却却  

 11  敷敷地地売売却却のの主主なな流流れれ   

計画段階 

実施段階 

除却の必要性に係る認定、買受計画の認定（P44） 

敷地売却決議（P49） 

買受人となるデベロッパー等の選定（P42） 

管理組合における計画組織の設置 
（「売却計画委員会」など）（P42） 

売却推進決議（P43） 

新しいマンション等の建設工事（P54） 

分配⾦取得計画の決定・認可（P53） 

買受人にマンションと敷地を売却（P54） 

売却組合の解散（P54） 

売却組合の設⽴（P52） 

マンションの明渡し （P53） 

敷地売却決議に向け 
必要な手続を進める 

41 

 

 
 

第第
33
章章  

マ
ン
シ
ョ
ン
の
敷
地
売
却 

  

  

再再生生方方針針のの決決議議（（PP2277））がが成成立立すするるとと、、理理事事会会のの諮諮問問機機関関ととししてて計計画画組組織織（（「「売売却却計計画画

委委員員会会」」等等のの呼呼称称））をを設設置置ししまますす。。  

 

 

 

 

 

 

 

  

専門家の選定（P22）  

計画段階の専門家は、検討段階に関わった専門家に引き続き協力を依頼する方法が考えら

れますが、別の観点から計画を見直すため、新たな専門家の協力を得る方法も考えられま

す。 

買受人となるデベロッパー等の選定 
専門家の協力を得ながら、買受人となるデベロッパー等の選定や、買受計画の内容（代替

建築物の提供・あっせんの方法など）などについてデベロッパー等と調整を行います。 

主な活動内容 

東京都では、マンション建替法に基づいて建替えを⾏うマンションの
居住者で、建替⼯事中の仮住居の確保が困難な方に、仮住居として都
営住宅を提供しています。敷地売却事業による建替えも対象となりま
す。 
 （詳細は、P73 をご覧ください。） 

 22  管管理理組組合合ににおおけけるる計計画画組組織織のの設設置置   

目的 

マンション敷地売却決議（P49）に向けて、専門家の協力を得て、各区分所有者の意向の把握を 

繰り返しながら、売却計画を策定します。 

 

 Ｑ 

Ａ 

42 

認定された買受計画（P48）に基づいて、区分所有者からマンションを買
い受け、除却し、代替建築物を提供・あっせんなどする義務を負うデベロッ
パー等です。 

プロポーザル等の競争によって買受人を選定する場合は、計画組織の意向が反映される
よう、代替建築物の提供・あっせんに係る事項を売却条件として提⽰し、プロポーザル
等への提出書類として具体的に求めることが重要です。 

買受人とは︖ 

第
３
章

第
３
章

マ
ン
シ
ョ
ン
の
敷
地
売
却

マンション再生.indd   42マンション再生.indd   42 2023/03/01   17:302023/03/01   17:30



 

第第
33
章章  

マ
ン
シ
ョ
ン
の
敷
地
売
却 

  

  

売売却却推推進進決決議議ととはは、、管管理理組組合合ととししてて、、ママンンシショョンン敷敷地地売売却却決決議議（（以以下下「「敷敷地地売売却却決決議議」」

とといいうう。。））（（PP4499））にに向向けけ、、必必要要なな手手続続をを進進めめてていいくくここととのの合合意意でですす。。ママンンシショョンン建建替替法法でで

定定めめらられれてていいるる手手続続ででははあありりまませせんん。。  

ししかかししななががらら、、敷敷地地売売却却でではは、、敷敷地地売売却却決決議議にに先先立立ちち、、次次項項のの除除却却のの必必要要性性にに係係るる認認定定

とと買買受受計計画画のの認認定定のの手手続続がが必必要要ととななるるののでで、、ここれれららのの前前にに、、十十分分にに検検討討さされれたた具具体体的的なな決決

議議にによよっってて合合意意形形成成をを着着実実にに進進めめてていいくくここととがが重重要要でですす。。  

売売却却推推進進決決議議ににおおけけるる議議案案ととししててはは、、敷敷地地売売却却決決議議にに向向けけたた必必要要なな手手続続にに要要すするる資資金金のの

拠拠出出にに関関すするる事事項項やや、、買買受受人人ととななるるデデベベロロッッパパーー等等、、買買受受計計画画にに係係るる事事項項ななどどがが考考ええらられれ

まますす。。  

  

  

  

  

 

 

  

 33  売売却却推推進進決決議議   
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要除却認定の対象 マンション 
敷地売却事業 

団地における 
敷地分割事業 容積率許可制度

要
除
却
認
定 

特
定
要
除
却
認
定 

耐震性の不⾜ 〇 〇 〇 

（新規）⽕災に対する安全性の不⾜ 〇 〇 〇 

（新規）外壁等の剥落により 
   周辺に危害が生ずるおそれ 〇 〇 〇 

  
 

（新規）給排水管の腐食等により 
    著しく衛生上有害となるおそれ ― ― 〇 

（新規）バリアフリー基準への不適合 ― ― 〇 

 44  除除却却のの必必要要性性にに係係るる認認定定、、買買受受計計画画のの認認定定   

 

除除却却のの必必要要性性にに係係るる認認定定ととはは、、当当該該ママンンシショョンンのの耐耐震震性性がが不不足足ししてていいるるこことと等等をを特特

定定行行政政庁庁（（PP99））がが認認定定すするるももののでで、、ママンンシショョンン建建替替法法にに基基づづくく敷敷地地売売却却等等をを行行ううたた

めめにに必必要要なな手手続続でですす。。  

従従来来はは、、一一定定のの講講習習をを受受けけたた建建築築士士等等がが、、耐耐震震診診断断をを行行いい、、耐耐震震性性がが不不足足ししてていいるる

とと判判定定さされれたた場場合合ののみみ認認定定をを受受けけるるここととががででききままししたたがが、、令令和和３３年年 1122 月月にに改改正正ママンン

シショョンン建建替替法法がが施施行行さされれ、、認認定定のの対対象象がが以以下下ののととおおりり拡拡充充さされれままししたた（（詳詳細細はは、、PP4466、、

4477 ををごご覧覧くくだだささいい））。。  

除除却却のの必必要要性性にに係係るる認認定定（要要除除却却認認定定）  

要要除除却却認認定定のの対対象象はは、、生生命命・・身身体体にに危危険険性性ががああるるとと認認めめらられれるるもものの（（耐耐震震性性不不足足、、

火火災災安安全全性性不不足足、、外外壁壁等等剥剥落落危危険険性性））とと生生活活イインンフフララにに問問題題ががああるるとと認認めめらられれるるもものの

（（配配管管設設備備腐腐食食等等、、ババリリアアフフリリーー不不適適合合））ととにに分分けけらられれまますす。。前前者者にに対対すするる認認定定をを

「「特特定定要要除除却却認認定定」」とと言言いいまますす。。  

  

ママンンシショョンン建建替替法法にに基基づづくく敷敷地地売売却却はは、、特特定定要要除除却却認認定定（（耐耐震震性性不不足足、、火火災災安安全全性性

不不足足、、外外壁壁等等剥剥落落危危険険性性））をを受受けけたたママンンシショョンンがが対対象象ととななりりまますす。。  
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申申請請ににはは、、区区分分所所有有者者及及びび議議決決権権（（PP3344 のの※※11））のの各各過過半半数数のの同同意意がが必必要要でですす。。

申申請請手手続続、、必必要要書書類類はは特特定定行行政政庁庁にによよりり異異ななりりまますすののでで、、事事前前ににおお問問合合せせくくだだささいい

（（PP6644））。。  

ささららにに、、特特定定要要除除却却認認定定をを受受けけるるとと、、団団地地型型ママンンシショョンンににおおけけるる敷敷地地分分割割事事業業のの対対

象象ととななりりまますす（（PP2266））。。  

ままたた、、要要除除却却認認定定をを受受けけるるとと、、ママンンシショョンン建建替替法法にに基基づづくく容容積積率率許許可可制制度度（（PP7711））

をを適適用用すするるここととががででききまますす。。ここのの制制度度でではは、、新新たたにに建建設設さされれるるママンンシショョンンににつついいてて、、

一一定定のの敷敷地地面面積積をを有有しし、、特特定定行行政政庁庁がが許許可可ししたた場場合合にに、、容容積積率率のの制制限限がが緩緩和和さされれまま

すす。。  

 

合合意意形形成成をを円円滑滑にに進進めめるるポポイインントト  

除除却却のの必必要要性性にに係係るる認認定定ににつついいててのの十十分分なな説説明明  

要除却認定により、区分所有者はマンション除却の努力義務を負うことになり

ます。この認定に係る申請の必要性と認定の効果等について、区分所有者に十

分説明を行った上で、できる限り多数の同意を得て申請することが重要です。 
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【⽕災に対する安全性の不⾜】 
 
 （考え方） 

 マンションは住⼾ごとに区画されているため、⽕災が拡⼤しにくいと⾔われている⼀方で、⽕災を
覚知するまでに時間を要する、避難に時間を要する、消⽕活動が容易でないという課題がありま
す。 

 建築基準法令の防⽕・避難規定の強化は、昭和 30 年代〜40 年代を中⼼に⾏われており、⾼経年
マンションの中には、これらの規定の適用を受けずに建設され、適合していないものもあります。 

 ⻑期間にわたってマンションを安⼼して使っていくためには、現⾏の規定に適合するよう改修を⾏
うことが望ましいですが、規定によっては、改修による対応が難しいものもあります。 

 このため、建築基準法令の防⽕・避難関係規定（過去の改正により強化されたもの等）のうち、簡
易な修繕で規定に適合させることが困難なものを除却の必要性に係る認定の対象としています。 

  
 （調査資格者） 

 建築基準適合判定資格者 
 建物の構造・規模に応じた建築士 

 
 
   例︓竪⽳区画等の不適格なマンション▶ 
 
 
 

【外壁等の剥落により周辺に危害が生ずるおそれ】 
  
 （考え方） 

 鉄筋コンクリート造及び鉄骨鉄筋コンクリート造の外壁等におけるコンクリートの剥落は、鉄筋腐
⾷が進⾏すると発⽣する可能性が⾼くなることが分かっています。また、目視により確認される劣
化事象が⼀定程度以上であると、鉄筋腐⾷が⼀定以上進⾏している可能性が極めて⾼いことが分か
っています。 

 これらは、部分的な修繕で対応することが難しいため、除却することも合理的な選択肢の⼀つとな
ると考え、除却の必要性に係る認定の対象としています。   

  
 （調査資格者） 

 ⼀級建築士 
 二級建築士 

  
  例︓外壁のひび割れ、鉄筋腐⾷等が 
    広範囲に⽣じ、外壁等の落下の 
    おそれがあるマンション▶ 
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【給排水管の腐食等により著しく衛生上有害となるおそれ】 
 
 （考え方） 

 『スラブ下配管方式』の排⽔管は、階下の住⼾等の専有部分に⽴ち⼊らないと修繕できないといっ
た問題があります。また、これを修繕するに当たっては、漏⽔箇所の特定が難しく、修繕に当たっ
て天井を広範囲にわたって撤去することが必要となります。 

 また、排⽔管からの漏⽔について適切な対応が取られずに放置された場合、衛⽣⾯で有害となるお
それが⾼い状況にあります。 

 このため、スラブ下配管方式の排⽔管で、漏⽔が頻発していると考えられるマンションを除却の必
要性に係る認定の対象としています。 
 

 （調査資格者） 
 ⼀級建築士 
 二級建築士 

 
 
 例︓改修が困難なスラブ下配管において、配管が腐⾷し漏⽔等が⽣じているマンション▲ 
 
 
 

【バリアフリー基準への不適合】 
  
 （考え方） 

 マンションは、⾼齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（平成 18 年法律第 91 号）
において、新築等に際して⼀定のバリアフリー基準への適合の努⼒義務が課せられています。ま
た、地方公共団体が、条例により住⼾までの経路のバリアフリー化等を義務付けている場合もあり
ます。 

 ⾼経年マンションの居住者には⾼齢者が多いことを考慮し、特定の経路等が⼀定のバリアフリー基
準のうち修繕で容易に対応できない規定に不適合な場合に除却の必要性に係る認定の対象としてい
ます。 

 
 （調査資格者） 

 建築基準適合判定資格者 
 建物の規模・構造に応じた建築士 

 
 
    例︓エレベーターが未設置で住⼾までの経路が 
      バリアフリー化されていないマンション▶ 
 
             【出典】要除却認定実務マニュアル（国交省）、 
                 マンション建替円滑化法の改正概要（国交省）から抜粋（⼀部加筆修正）
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買買受受計計画画ににはは、、買買受受けけ及及びび除除却却のの予予定定時時期期やや資資金金計計画画、、代代替替建建築築物物のの提提供供・・ああっっせせ

んんのの具具体体的的なな方方法法等等がが記記載載さされれまますす。。  

買買受受計計画画はは、、選選定定さされれたた買買受受人人ととななるるデデベベロロッッパパーー等等がが作作成成しし、、区区長長又又はは市市長長（（町町

村村部部はは都都知知事事））のの認認定定をを受受けけるる必必要要ががあありりまますす。。  

買買受受計計画画のの認認定定  

買受人は、認定を受けた買受計画に従って買受け等を実施します。

このため、区分所有者は、事前に買受人となるデベロッパー等と、

買受計画の内容等について十分に調整を行う必要があります。 

なお、買受人は、買受計画の認定を受けた後に、敷地売却決議にお

いて決定されます。 
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敷敷地地売売却却決決議議ととはは、、ママンンシショョンン建建替替法法にに基基づづくく、、ママンンシショョンン敷敷地地売売却却をを実実施施すするるここととのの

合合意意でですす。。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

    

    

 55  敷敷地地売売却却決決議議   

敷地売却決議集会の準備
（区分所有者の確定・議決権の確認等）

※ 説明会の開催通知は、1 週間以上前 
の発出で足りるが、集会の招集通知 
に併せて通知することが望ましい。 

集会開催日の 2 か月以上前 

集会開催日の 1 か月以上前 

【敷地売却決議集会の招集通知の通知事項・説明会の説明事項】
①会議の目的たる事項 
②議案の要領（敷地売却決議で定める事項の要約） 
③売却を必要とする理由 
④耐震改修又は建替えをしない理由 
⑤耐震改修に要する費用の概算額 説明会の開催 

招集通知の発出 

【敷地売却決議で定める事項】 
①買受人となるべき者の氏名又は名称 
②売却による代⾦の⾒込額 
③分配⾦の額の算定方法に関する事項 敷地売却決議の実施 

集会の開催 

通知 
事項 

説明 
事項 

決定 
事項 

敷地売却決議までの手続 

 【敷地売却決議時に確認することが望ましい事項】 

  敷地売却決議で定める事項は上記のとおりですが、実際には計画段階で検討した成果を
整理するとともに、次のような事項についても確認しておくことが望まれます。 

 ○買受計画の概要 
 ○実施段階における専門家の参画・選定方法（専門家を活用するのかしないのか等） 
 ○敷地売却不参加者への売渡し請求の方法（誰がいつ請求するのか等） 
 ○補償⾦の⽀払に関する事項（誰がどのように負担するのか） 
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敷地売却決議の成⽴要件 

 区分所有者、議決権※1 及び
敷地利用権の持分価格※2 の 各  以上の賛成 5

4

団地型マンションにおいて、各棟の全てが 5 分の 4 以上の賛成でマンション敷地売

却決議を行うことにより、団地全体のマンション敷地売却を行うことができます。 

成⽴要件 

○単棟型マンションの場合 

成⽴要件 

1 号棟 

2 号棟 

3 号棟 

○団地型マンションの場合 

各 棟 区分所有者、議決権※1 及び
敷地利用権の持分価格※2 の 各  以上の賛成 5 

4 

※1 規約に別段の定めがない限り、共用部分の持分割合（規約に別段の定めがない限り、専有部分の床⾯積の割合）
によります。⼀部共用部分の床⾯積は、その割合に応じて配分し、⼀部共用する区分所有者の専有部分の床⾯積
に算⼊します。 

※2 「敷地利用権の持分価格」は「敷地利用権の持分」と同じであることが通常です。 
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 55  敷敷地地売売却却決決議議   
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 ○敷地売却不参加者への売渡し請求の方法（誰がいつ請求するのか等） 
 ○補償⾦の⽀払に関する事項（誰がどのように負担するのか） 
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※1 規約に別段の定めがない限り、共用部分の持分割合（規約に別段の定めがない限り、専有部分の床⾯積の割合）
によります。⼀部共用部分の床⾯積は、その割合に応じて配分し、⼀部共用する区分所有者の専有部分の床⾯積
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※2 「敷地利用権の持分価格」は「敷地利用権の持分」と同じであることが通常です。 
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【敷地売却の適用が可能な団地型マンション（原則）】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

・土地は、団地内建物の区分所有者により共有されていれば、必ずしも⼀筆である必要はありません。 

・団地型マンションにおいては、これ以外にも複雑な権利形態が想定されることから、団地型マンションでマン

ション敷地売却の適用の検討を具体化する際には、専門家の協⼒や認可権者との⼗分な協議が必要となります。

 

 

【参考︓敷地売却の適用が困難な団地型マンション（⼀例）】 
 
団地内に区分所有以外の建物が混在する場合やいわゆる“テラスハウス住宅※2 である場合など、マンション敷地
売却の適用が困難なときがあります。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

① 複数のマンションが存在 

③ 団地内の建物は、原則として
全てマンションであり、全て
のマンションにおいて特定要
除却認定を取得※1 

④ 土地の全部又は⼀部が全ての
区分所有者の共有 

② 集会所等の附属建物がある場合
には、区分所有者が共有し、管
理規約に規約共用部分として定
められる場合に限る。 

⑤ マンションの敷地とは別に駐⾞場等
の敷地がある場合には、区分所有者
が共有し管理規約に規約敷地として
定められる場合に限る。 

【出典】マンション敷地売却ガイドライン（国交省）から抜粋 
（⼀部加筆修正） 

※1 詳細は P44 をご覧ください。                              

※2 住宅が縦割り型に区分された建物で、各住⼾の直下及び専有庭部分の土地を各住⼾が単独に所有しているもの 

1 号棟 

2 号棟 

3 号棟 

4 号棟

区分所有以外の建物
(社宅、賃貸住宅等) 

団地内通路
 (全テラスハウス住宅所有者の共有) 

各⼾の 
専有敷地 

区分所有建物 

【出典】マンション敷地売却ガイドライン（国交省）から抜粋 
（⼀部加筆修正） 
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※1 敷地売却決議において売却を行うことに合意した者（催告に対し、売却に参加する旨の回答をした

者も含む。）等 

 66  敷敷地地売売却却事事業業のの実実施施   

売却組合の設⽴ 

ママンンシショョンン敷敷地地売売却却組組合合（（以以下下「「売売却却組組合合」」とといいうう。。））ととはは、、ママンンシショョンン建建替替法法にに基基

づづきき、、区区長長又又はは市市長長（（町町村村部部はは都都知知事事））のの認認可可をを受受けけ設設立立さされれるる、、敷敷地地売売却却事事業業のの実実

施施主主体体でですす。。法法人人格格をを有有しし、、独独立立ししたた法法的的なな主主体体ととししてて、、各各種種契契約約のの締締結結ががででききまますす。。

売売却却合合意意者者※※１１はは、、55 人人以以上上共共同同ししてて定定款款（（売売却却組組合合のの運運営営ルルーールル））とと資資金金計計画画をを定定

めめたた上上でで、、売売却却組組合合のの設設立立認認可可をを申申請請ししまますす。。申申請請すするるにに当当たたっっててはは、、売売却却合合意意者者とと

そそのの議議決決権権（（PP3344 のの※※11））及及びび敷敷地地利利用用権権のの持持分分価価格格のの各各 44 分分のの 33 以以上上のの同同意意がが必必

要要ととななりりまますす。。  

売却組合の設立が認可されると、売却合意者は、設立への賛否にかかわらず全員が

組合員になります。また、売却組合の設立認可に併せて、通常は、売却組合と買受人

との間で売買予約契約等（民法上の契約）を締結するものと考えられます。 

STEP1 

売却組合の設⽴までの流れ 

定款・資⾦計画の作成 

売却組合の設⽴ 

組合員名簿 
の作成 

理事⻑・ 
役員の選任 

審査委員
の選任

売却組合の設⽴認可申請 

売却合意者とその議決権及び 
敷地利用権の持分価格の 
各 4 分の 3 以上の同意 

区⻑⼜は市⻑（町村部は都知事） 
認可

敷地売却決議が成立すると、総会の招集者は、決議に賛成しなかった区分所有者に対し、売

却に参加するか否かを回答するように書面で催告します。催告に対して、売却に参加する旨

の回答をすることもできます。一方、2 か月以内に回答しない区分所有者及び参加しない旨

を回答した区分所有者は、不参加者となります。 

売却組合は、不参加者に対し、区分所有権及び敷地利用権を時価で売り渡すよう請求（売渡

し請求）することができます。ただし、売渡し請求は、売却組合の設立認可の公告※2 日（そ

の日が催告回答期間の満了日以前である場合は、催告回答期間の満了日）から 2 か月以内か

つ敷地売却決議から 1 年以内に行う必要があります。 

 

売却不参加者への売渡し請求 

52 

※２ 区長又は市長（町村部は都知事）が、自治体の発行する定期刊行物等に掲載するなどにより、広く

一般に知らせること。 
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【敷地売却の適用が可能な団地型マンション（原則）】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

・土地は、団地内建物の区分所有者により共有されていれば、必ずしも⼀筆である必要はありません。 

・団地型マンションにおいては、これ以外にも複雑な権利形態が想定されることから、団地型マンションでマン

ション敷地売却の適用の検討を具体化する際には、専門家の協⼒や認可権者との⼗分な協議が必要となります。

 

 

【参考︓敷地売却の適用が困難な団地型マンション（⼀例）】 
 
団地内に区分所有以外の建物が混在する場合やいわゆる“テラスハウス住宅※2 である場合など、マンション敷地
売却の適用が困難なときがあります。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

① 複数のマンションが存在 

③ 団地内の建物は、原則として
全てマンションであり、全て
のマンションにおいて特定要
除却認定を取得※1 

④ 土地の全部又は⼀部が全ての
区分所有者の共有 

② 集会所等の附属建物がある場合
には、区分所有者が共有し、管
理規約に規約共用部分として定
められる場合に限る。 

⑤ マンションの敷地とは別に駐⾞場等
の敷地がある場合には、区分所有者
が共有し管理規約に規約敷地として
定められる場合に限る。 

【出典】マンション敷地売却ガイドライン（国交省）から抜粋 
（⼀部加筆修正） 

※1 詳細は P44 をご覧ください。                              

※2 住宅が縦割り型に区分された建物で、各住⼾の直下及び専有庭部分の土地を各住⼾が単独に所有しているもの 

1 号棟 

2 号棟 

3 号棟 

4 号棟

区分所有以外の建物
(社宅、賃貸住宅等) 

団地内通路
 (全テラスハウス住宅所有者の共有) 

各⼾の 
専有敷地 

区分所有建物 

【出典】マンション敷地売却ガイドライン（国交省）から抜粋 
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施施主主体体でですす。。法法人人格格をを有有しし、、独独立立ししたた法法的的なな主主体体ととししてて、、各各種種契契約約のの締締結結ががででききまますす。。
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めめたた上上でで、、売売却却組組合合のの設設立立認認可可をを申申請請ししまますす。。申申請請すするるにに当当たたっっててはは、、売売却却合合意意者者とと

そそのの議議決決権権（（PP3344 のの※※11））及及びび敷敷地地利利用用権権のの持持分分価価格格のの各各 44 分分のの 33 以以上上のの同同意意がが必必

要要ととななりりまますす。。  

売却組合の設立が認可されると、売却合意者は、設立への賛否にかかわらず全員が

組合員になります。また、売却組合の設立認可に併せて、通常は、売却組合と買受人

との間で売買予約契約等（民法上の契約）を締結するものと考えられます。 

STEP1 

売却組合の設⽴までの流れ 

定款・資⾦計画の作成 

売却組合の設⽴ 
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認可

敷地売却決議が成立すると、総会の招集者は、決議に賛成しなかった区分所有者に対し、売

却に参加するか否かを回答するように書面で催告します。催告に対して、売却に参加する旨

の回答をすることもできます。一方、2 か月以内に回答しない区分所有者及び参加しない旨

を回答した区分所有者は、不参加者となります。 

売却組合は、不参加者に対し、区分所有権及び敷地利用権を時価で売り渡すよう請求（売渡

し請求）することができます。ただし、売渡し請求は、売却組合の設立認可の公告※2 日（そ

の日が催告回答期間の満了日以前である場合は、催告回答期間の満了日）から 2 か月以内か

つ敷地売却決議から 1 年以内に行う必要があります。 

 

売却不参加者への売渡し請求 

52 

※２ 区長又は市長（町村部は都知事）が、自治体の発行する定期刊行物等に掲載するなどにより、広く

一般に知らせること。 
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分配⾦取得計画の決定・認可 

分分配配金金取取得得計計画画ととはは、、組組合合員員がが取取得得すするるここととととななるる分分配配金金やや借借家家権権者者等等にに対対ししてて支支

払払わわれれるる補補償償金金のの価価額額、、権権利利消消滅滅期期日日ななどどをを定定めめたた計計画画でですす。。  

計計画画のの内内容容ににつついいててはは、、敷敷地地売売却却決決議議ににおおいいてて定定めめらられれたた算算定定方方法法にによよりり分分配配金金をを

算算定定すするるののみみでであありり、、権権利利関関係係のの調調整整はは必必要要ととししなないいここととかからら、、総総会会ににおおけけるる出出席席者者

のの議議決決権権※※11 のの過過半半数数のの同同意意でで決決議議すするるここととととししてていいまますす。。ままたた、、審審査査委委員員※※22 のの過過半半

数数のの同同意意、、底底地地権権者者のの同同意意（（売売却却すするるママンンシショョンンのの敷敷地地利利用用権権がが賃賃借借権権のの場場合合））がが必必

要要ととななりりまますす。。  

計計画画がが認認可可さされれるるとと、、売売却却組組合合はは権権利利消消滅滅期期日日ままででにに区区分分所所有有者者やや借借家家権権者者等等にに、、

計計画画にに基基づづきき分分配配金金やや補補償償金金をを支支払払いい、、居居住住者者はは権権利利消消滅滅期期日日ままででににママンンシショョンンをを明明

けけ渡渡ししまますす。。  

※1 定款に特別の定めがある場合を除き、組合員は各 1 個の議決権を持ちます。 

※2 土地及び建物の権利又は評価について特別の知識・経験を持ち、分配金取得計画の決定などに中立的 

に関与する第三者として、売却組合の設立後に、総会で 3 人以上選任します。 

STEP2 

マンションの明渡し（他の住宅に引っ越し） 

分分配配金金取取得得計計画画がが認認可可さされれるるとと、、権権利利消消滅滅期期日日ににおおいいててママンンシショョンンとと敷敷地地のの権権利利がが

売売却却組組合合にに集集約約さされれ、、担担保保権権（（抵抵当当権権ななどど））・・借借家家権権はは消消滅滅ししまますす。。そそののたためめ、、居居住住

者者はは権権利利消消滅滅期期日日ままででににママンンシショョンンをを明明けけ渡渡しし、、取取得得ししたた分分配配金金等等をを  

元元手手ととししてて他他のの住住居居にに引引っっ越越ししまますす。。  

STEP3 

決定・認可の流れ 

区⻑⼜は市⻑（町村部は都知事） 

底地権者の同意 
（敷地利用権が賃借権の場合） 

審査委員の過半数の同意 

総会における出席者の議決権の 
過半数の同意 

認可

売却組合の設⽴認可の公告 

分配⾦取得手続開始の登記 

分配⾦取得計画の認可 

分配⾦取得計画の認可申請 
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売却組合の解散 

買買受受人人へへのの売売却却にによよっってて敷敷地地売売却却はは完完了了しし、、売売却却組組合合はは解解散散ししまますす。。売売却却組組合合のの解解

散散はは、、区区長長又又はは市市長長（（町町村村部部はは都都知知事事））のの認認可可をを受受けけななけけれればばななららずず、、認認可可さされれたたとと

ききははそそのの旨旨がが公公告告※※さされれまますす。。  

STEP5 

新しいマンション等の建設工事 

買買受受人人はは、、現現在在ののママンンシショョンンをを除除却却しし、、新新ししいいママンンシショョンン等等をを  

建建設設ししまますす。。  

従従来来のの建建替替ええとと違違いい、、売売却却ししたた敷敷地地にに建建設設さされれるる建建築築物物のの用用途途にに、、ママンンシショョンン建建替替

法法上上のの制制限限ははあありりまませせんん。。ななおお、、ママンンシショョンンがが再再度度、、建建設設さされれるる場場合合はは、、買買受受人人とと個個

別別にに契契約約しし、、新新ししいいママンンシショョンンのの住住戸戸をを取取得得すするるとといいうう選選択択肢肢ががあありりまますす。。  

STEP6 

買受人にマンションと敷地を売却 

ママンンシショョンンとと敷敷地地のの権権利利がが売売却却組組合合にに集集約約さされれたた後後、、売売却却組組合合はは買買受受人人ににママンンシショョ

ンンとと敷敷地地のの権権利利をを売売却却ししまますす。。  

STEP4 

※  区長又は市長（町村部は都知事）が、自治体の発行する定期刊行物等に掲載するなどにより、広く

一般に知らせること。 
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分配⾦取得計画の決定・認可 
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